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三好市農業委員会 

 

１ 目的 

本市では、次世代育成支援対策推進法に基づき、２００６(平成１８)年に「三好市

特定事業主行動計画」を策定し、すべての職員の仕事と生活の調和（ワーク･ライフ･

バランス）の実現に向けて、様々な次世代育成支援対策に取り組んできました。 

また、女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（以下「女性活躍推進法」

という。）に基づき、２０１６(平成２８)年に「三好市における女性職員の活躍の推

進に関する特定事業主行動計画」を策定し、組織全体で継続的な女性職員の活躍を推

進してきました。 

次世代育成支援対策推進法及び女性活躍推進法は相互に関連しあうことから、それ

ぞれの取り組みを一体的かつ効果的に推進するため、本計画を、両法に基づく特定事

業主行動計画として策定します。 

 

２ 計画期間 

２０２６(令和８)年４月１日から２０３１(令和１３)年３月３１日までの５年間 

 

３ 計画の推進に向けた体制整備等 

三好市では、組織全体で継続的に職員のワーク・ライフ・バランスの実現に向けた

取り組みを推進し、職員一人ひとりの能力発揮を支援するため、本計画に基づく取り

組みの実施状況や数値目標の達成状況について把握・検証し、必要に応じて、その後

の対策の検討や計画の見直しを図り、実効性のある推進体制を維持します。 
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４ 実施状況の把握と課題分析 

次世代育成支援対策推進法及び女性活躍推進法に基づき、次の項目について実施状

況を把握し、課題分析を行いました。 

 

（１）職員の職業生活と家庭生活との両立に関する状況 

①男女別の育児休業取得率等 

育児休業取得率では、女性職員は令和２年度から令和６年度まで１００％を維持

しています。男性職員は令和６年度に６６．７％と、令和５年度までの０％から飛

躍的に向上しています。育児休業や出産補助休暇等について、男性職員の取得率の

さらなる向上に向け、取得しやすい職場環境の整備と意識改革の継続的な取り組み

が必要です。 

【男女別の育児休業取得率】 

 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 

男性 0％ 0％ 0％ 0％ 66.7％ 

女性 100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 

 

【男性職員の出産補助休暇等の取得率】 

 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 

出産補助休暇 33.3％ 55.6％ 100％ 60％ 33.3％ 

育児参加休業 0％ 44.4％ 22.2％ 14.3％ 66.7％ 

 

②時間外勤務の状況（月平均） 

職員一人あたりの月平均超過勤務時間数は、令和２年度から令和６年度までの５

年間で平均８．８時間でした。全体的な低水準を維持しつつ、特定の職員や部署へ

の負荷集中を防ぐため、業務の効率化や適正な人員配置による時間外勤務の縮減が

求められます。 

【時間外勤務の状況（月平均）】 
 

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 

平均超過勤務時間数 7.2時間 4.8時間 11.7時間 11.2時間 9.1時間 



3 

③年次有給休暇の取得状況（年平均） 

令和５年度１５．５日、令和６年度１５．４日と、目標の「１５日以上」を２年

連続で達成しています。引き続き、年次有給休暇を取得しやすい職場環境の整備と

計画的取得のさらなる促進に向けた意識改革が重要です。 

【年次有給休暇の取得状況（年平均）】 
 

R2年 R3年 R4度 R5年 R6年 

平均取得日数 14.4日 14.6日 14.9日 15.5日 15.4日 

 

（２）女性の職業生活における活躍に関する状況 

①男女の給与の差異 

全職員における男女の給与の差異は、令和５年度が８０．７％、令和６年度は、

８７．５％で、女性給与が男性給与を下回っています。給与体系に性差がないこと

を前提としつつ、給与に差異が生じる要因を分析し、性別に関わらない適切な評価

と給与の担保を検証することが望ましいです。 

【男女の給与の差異（男性の給与に対する女性の給与の割合）】 

職員区分 R5年度 R6年度 

任期の定めのない常勤職員 92.2％ 93.3％ 

任期の定めのない常勤職員以外の職員 83.8％ 110.0％ 

全職員 80.7％ 87.5％ 

 

②管理職に占める女性職員の割合 

管理職に占める女性職員の割合は、令和６年度は３８．６％でした。引き続き、

女性職員の計画的な育成や登用が課題となっています。 

【管理職に占める女性職員の割合】 

役職段階 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 

課長級以上 32.2％ 36.2％ 39.3％ 35.6％ 38.6％ 

 

 

 



4 

③女性職員の割合と採用状況 

全職員に占める女性職員の割合は、令和６年度で５５．０％と過半数を占めてい

ます。採用割合においては、令和６年度は７５．０％と非常に高い一方、過去には

４割を下回る年もあり、年によって変動が見られます。組織全体の女性職員割合、

職種ごとの偏りの有無を把握し、多様な人材配置を検討する必要があります。 

【女性職員の割合】 

職員区分 
 

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 

一般事務職 36.4％ 36.6％ 37.0％ 36.3％ 38.4％ 

保健師・栄養士等 95.2％ 95.5％ 95.0％ 95.0％ 95.2％ 

保育士・幼稚園教諭 98.1％ 98.1％ 98.1％ 98.1％ 96.2％ 

医師・看護師 88.9％ 91.4％ 84.2％ 82.1％ 78.0％ 

医療技術職 56.5％ 47.8％ 57.1％ 57.9％ 57.9％ 

技能労務職 70.8％ 66.7％ 70.8％ 78.3％ 75.0％ 

全職員 61.6％ 59.2％ 54.5％ 54.3％ 55.0％ 

 

【女性職員の採用割合】 

職員区分 
 

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 

一般事務職 7.1% 11.1% 28.6% 18.2% 37.5% 

保健師・栄養士等 21.4% 11.1% ― ― 6.3% 

保育士・幼稚園教諭 21.4% 22.2% ― ― 12.5% 

医師・看護師 7.1% 22.2% 7.1% 9.1% 6.3% 

医療技術職 7.1% ― 7.1% ― 6.3% 

技能労務職 ― ― ― 9.1% 6.3% 

全職員 64.3% 66.7% 42.9% 36.4% 75.0% 

 

④女性の健康、ハラスメント等対策に関する状況 

女性特有の健康課題の解決に向けて、各種休暇等の制度について周知を徹底し、

職員が利用しやすい環境を整備する必要があります。また、ハラスメント等に関す

る相談窓口や相談の流れについての周知、ハラスメント防止に向けた研修等を通じ

て、全職員が安心して相談できる環境を構築することが重要です。 
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５ 計画の推進に向けた目標と具体的な取り組み 

三好市で働くすべての職員の職業生活と家庭生活の両立を図り、能力を最大限に発

揮できるよう、次の目標を定め、具体的な取り組みを推進します。 

 

（１）職員の職業生活と家庭生活との両立に関する取り組み 

①育児と仕事の両立支援について 

【目標】 

◎女性職員の育児休業取得率を１００％とする。 

◎男性職員の育児休業取得率を８５％以上とする。 

◎男性職員の配偶者出産休暇及び育児参加のための休暇について、対象職員の全

員が取得することを目指す。 

【取り組み内容】 

ア 育児休業や両立支援制度の周知を図り、制度活用促進に向けた助言を行う。 

イ 育児休業からの円滑な職場復帰のために、人事管理・福利厚生など各種情報の

提供や、所属職場の情報提供・連絡体制の確保など、必要な支援を行う。 

ウ 職員が休業に入る場合、必要に応じて臨時的任用制度の活用による適切な代替

要員の確保に努める。 

エ 固定的な性別役割分担意識等の是正についての情報提供や意識啓発を行い、性

別に関わらず、育児と仕事を両立できる柔軟な職場風土を醸成する。 

 

②介護と仕事の両立支援について 

職員が介護の必要に直面した際に、仕事との両立を理由に退職を選択することな

く、安心して働き続けられるよう、次の取り組みを推進する。 

【取り組み内容】 

ア 介護両立支援制度の周知徹底を図り、介護休業や介護休暇の取得促進、制度活

用促進に向けた助言を行う。 

イ 管理職に対し、介護に直面した職員への対応や制度の正しい理解を促す研修を

実施し、制度利用を後押しする意識を醸成する。 

ウ 介護に関する相談体制の強化を行うとともに、適切に情報提供を行う。 
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③時間外勤務の縮減と意識啓発について 

【目標】 

◎職員の時間外勤務について、「三好市職員の勤務時間、休暇等に関する規則」

に定める時間外勤務を命ずる時間及び月数の上限の範囲内で、必要最小限にと

どめるものとする。 

 

【取り組み内容】 

ア 各所属長は、定時退庁を率先して行い、時間外勤務命令については、緊急性、

必要性等について十分検討を行う。 

イ 特定の職員に時間外勤務が集中しないよう、業務分担の見直しを定期的に行う

とともに、業務量の平準化と事務の効率化（ＤＸ化、ペーパーレス化等）を推進

し、職員の負担軽減を図る。 

ウ 「三好市職員の長時間労働者に対する面接指導等実施規程」に基づき、長時間

勤務が続く職員への産業医面談等の健康管理措置を徹底する。 

エ テレワークやフレックスタイム制度など、多様な働き方の導入に向けた検討を

行う。 

 

④年次有給休暇の取得促進について 

【目標】 

◎年次有給休暇の平均取得日数を１５日以上とし、かつ全員が５日以上を取得す

るものとする。 

 

【取り組み内容】 

ア 職場の実情に応じ、目標取得日数の作成や、業務予定の早期周知や業務の共有

化を行うことにより、年次休暇の取りやすい雰囲気の醸成や環境整備を図る。 

イ 各種休暇の取得状況を定期的に確認し、取得率の低い部署については管理職か

らヒアリングを行い、改善策などを検討して取得の働きかけを行う。 

イ 夏季休暇の連続取得とともに、夏季休暇取得期間内での年次有給休暇の積極的

な取得を促す。 
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（２）女性の職業生活に関する機会の提供 

①女性職員の採用割合と管理的地位にある職員に占める女性職員の割合 

【目標】 

◎女性職員の採用割合を３５％以上とする。 

◎管理的地位にある職員に占める女性職員の割合を４０％以上とする。 

 

【取り組み内容】 

ア 既成概念にとらわれない、女性職員の職域の拡大を行う。 

イ 女性職員を多様なポストに配置する。 

ウ 性別を問わず、積極的に職員を研修や外部研修に派遣することとする。 

エ 職員が意欲を持ってキャリア形成に取り組めるよう、情報の提供と意識啓発を

行う。 

 

②女性の健康への配慮・ハラスメント等防止対策について 

【取り組み内容】 

ア 女性特有の健康課題に関する啓発資料を掲示する等、職場全体の理解と配慮を

促し、休暇取得や相談しやすい環境を整備する。 

イ ハラスメント防止に関する規定の周知徹底と、定期的な研修を実施する。 

ウ ハラスメントの相談窓口や相談の流れについて、インフォメーション等へ掲示

するなどわかりやすく明示し、早期発見・早期対応につなげる。 

 

（３）その他の次世代育成支援対策に関する事項について 

【取り組み内容】 

ア 子ども連れの来庁者に配慮した授乳室、キッズコーナー等の設置や職員の接遇

の向上を図り、子育てバリアフリーの取り組みを推進する。 

イ スポーツや文化活動などを通じて、利用可能な敷地や施設を提供する。また、

安全安心に子育てできるよう、地域住民等の自主的な防犯活動や少年非行防止な

どの活動等に職員が積極的に参加するように働きかける。 

ウ 職員の福利厚生事業の実施にあたっては、職員のみならず子どもを含めた家族

全員が参加又は享受できるような事業の実施に努める。 
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６ 計画の公表・周知 

本計画の内容は、三好市のウェブサイト等に掲載し、市民及び職員への周知を図り

ます。 

 

７ 計画の実施状況の点検と公表 

本計画の実施状況について、定期的に確認を行い、必要に応じて目標達成に向けた

対策を講じます。計画期間中であっても、社会情勢の変化や法改正等があった場合に

は、計画内容の見直しを検討します。 

また、取り組みの結果について、次世代育成支援対策推進法及び女性活躍推進法に

基づき、次の項目を年に１回、三好市のウェブサイト等で公表します。 

 

○ 男女の給与の差異 

○ 女性職員の採用割合 

○ 女性職員の割合 

○ 管理職に占める女性職員の割合 

○ 男女別育児休業取得率 

○ 時間外勤務の状況（月平均） 

○ 年次有給休暇の取得日数（年平均） 


